由利本荘市地元企業面接交通費支援事業補助金交付要綱
平成29年４月１日

（趣旨） 
[bookmark: _GoBack]第１条　この要綱は、職業安定法（昭和22年法律第141号）第29条第２項の規定により由利本荘市が設置した由利本荘市無料職業紹介所（以下「紹介所」という。）が行う職業紹介において、求人企業との採用面接を行う移住求職者に対し、由利本荘市地元企業面接交通費支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、本市への移住及び就業を促進することを目的とし、その交付については、由利本荘市補助金等の適正に関する条例（平成17年由利本荘市条例第53号）、由利本荘市財務規則（平成17年由利本荘市規則第40号）及び由利本荘市補助金等の適正に関する条例施行規則（平成17年由利本荘市規則第41号）によるほか、この要綱に定めるところによる。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　職業紹介　 求人及び求職の申し込みを受け、求人企業と移住求職者との間における雇用関係の成立を斡旋することをいう。
(2)　求人企業　 紹介所に求人申し込みを行った企業をいう。
(3)　移住求職者　 紹介所に求職申し込みを行った市外に住所を有している者をいう。
(4)　採用面接　 求人企業が、移住求職者を採用するか否かを判断するために行う面接をいう。
(5)　内国旅行　 本邦（本州、北海道、四国、九州及びこれらに附属する島の在する領域をいう。）における旅行をいう。
(6)　移住求職者の住所地　 紹介所に求職申し込みを行った際に届け出た住所をいう。
(7)　求人企業との面接地　 求人企業が、移住求職者との採用面接を行う住所をいう。
（補助対象者） 
第３条　補助対象者は、次の各号のいずれにも該当する移住求職者とする。
(1)　紹介所が職業紹介を行った者
(2)　採用面接のために内国旅行を行った者（移住求職者の住所地と求人企業との面接地が同一の都道府県である内国旅行を除く。）
（補助対象経費） 
第４条　補助対象経費は、補助対象者が支出した次の各号に掲げる経費とする。ただし、採用面接が複数回にわたって行われた場合は、内国旅行１回分の経費のみを補助対象とする。
(1)　公共交通機関（タクシーを除く）　 移住求職者の住所地から求人企業との面接地までの往復交通費とする。
(2)　パック旅行代金　 移住求職者の住所地の最寄り駅又は空港から、求人企業との面接地の最寄り駅又は空港までの往復運賃と面接地等での宿泊料が一体となった旅行商品の購入代金とする。
（補助金の交付額） 
第５条　補助金の交付額は、次の各号の区分により定額で助成する。ただし、補助対象経費の金額が定額に満たない場合には、補助対象経費の金額から千円未満を切り捨てた金額とする。
(1)　関東及び北海道地方から秋田県内　 20,000円
(2)　東北地方から秋田県内　 10,000円
(3)　近畿及び中部地方から秋田県内　 25,000円
(4)　中国、四国及び九州地方から秋田県内　 30,000円
(5)　求人企業との面接地が秋田県外　 20,000円
（交付の申請） 
第６条　補助金の交付を申請しようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、由利本荘市地元企業面接交通費支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、申請者が支出した経費の領収書又はその写しを添えて、市長に提出しなければならない。 
２　前項に基づく申請は、採用面接の日から起算して30日以内に提出しなければならない。
（交付の決定等） 
第７条　市長は、前条に規定する申請があったときは、これを審査して交付の可否を決定し、由利本荘市地元企業面接交通費支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）、又は由利本荘市地元企業面接交通費支援事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。
（交付の請求） 
第８条　前条の規定により補助金の交付決定を受けた者は、補助金の交付を請求するときは、由利本荘市地元企業面接交通費支援事業補助金交付請求書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。
（決定の取消し等） 
第９条　市長は、第７条の規定により交付決定を受けた者が、補助金の交付申請に虚偽があったときは、補助金の交付決定を取り消し、由利本荘市地元企業面接交通費支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第５号）により当該交付決定を受けた者に通知するものとする。
（補助金の返還） 
第10条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、当該交付決定を取り消された者に対し、由利本荘市地元企業面接交通費支援事業補助金返還請求書（様式第６号）により期限を定めて、当該補助金の全額に相当する額の返還を命じなければならない。
　（実施期間）
第11条　補助事業の実施期間は、平成32年３月31日までとする。
（その他） 
第12条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 
この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
